
事務領域分科会報告

・ミッション

・政府機関統一基準がベース

・大学事務に当てはめた場合の考慮点の検討

・作業過程
・8月31日，9月２１日，10月4日，12月２０日の4回開催
・考慮点を解決しながら成果物を作成



主な検討

（1）大学事務におけるセキュリティポリシーの位置
付け

・対象の限定

・事務局が管理する情報システムを対象

・検討の基本として

・取り扱う情報のセキュリティをどう守るか

・該当しない情報システムは検討範囲から外す



主な検討

（2）情報セキュリティを維持・管理していくための大
学事務の組織体制

・政府統一基準の組織体制を大学に当てはめて検討

・政府の組織体制を活かすこととした。

・組織体制について他の関連する領域分科会との調整

・ネットワーク及び情報システムを含む情報セキュリ
ティの組織体制（ネットワーク領域分科会）



主な検討

（3）事務の情報セキュリティの対象者
・事務局が管理する情報システムを利用する者

・主として教職員が対象範囲

・対象外となる学生など

・情報セキュリティを守らせるルールは，情報システム
の利用規程などに盛込むことで線引き



主な検討

（4）政府統一基準で用いられている技術的専門用
語について

・大学事務の情報セキュリティにそのまま用いて理解出
来るか？例えば「証跡」などの用語を他の理解しやす
い用語に置き換えが可能か。

・政府統一基準がベースである以上整合性を保つこと
が大事。

・専門用語に関しては置き換えを行わないことにした。



主な検討

（5）「A2501事務情報セキュティ対策基準」解説書
等の成果物

・政府機関向けに用いられている用語を大学機関特有の
用語に置き換える作業

・文言については，他の領域との調整

・情報の格付けの方法や取扱制限についてはA2104の
情報格付け規程

・A3501「各種マニュアル類」は次年度以降検討
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５．事務領域分科会 
幹事 布施勇、幹事補佐 貴志武一 

5.1 検討課題 

事務部門に関わる政府機関統一基準に対応した規程について検討する。 
5.2 検討経過 

計４回の領域分科会会合（8 月 31 日、9 月 21 日、10 月 4 日、12 月 20 日）において、政府機

関統一基準をベースとして、大学事務へ当てはめた場合に生じる考慮点の検討を行い、それらを

解決しながら成果物の作成を行った。 
5.3 検討内容の概要 

大学事務では、事務局が管理する情報システムを対象として、そこで取扱う情報のセキュリテ

ィをどう守るかを基本に検討した。また、該当しない情報システムの運用やセキュリティに関し

ては、本分科会の検討範囲から外すこととした。 
・ 情報セキュリティ組織体制 

情報セキュリティを維持・管理していくための大学事務の組織体制については、政府機関統一

基準の組織体制を大学に当てはめて検討し、その結果、政府の組織体制を活かすこととした。ま

た、ネットワーク領域分科会で検討を行っているネットワーク及び情報システムを含む情報セキ

ュリティの組織体制と齟齬が生じないよう、関連する分科会の調整のもとに、例えば、最高情報

セキュリティ責任者を全学総括責任者に置き換えるなどの対応表をもとに関連する用語の統一を

図ることとした。 
・ 事務の情報セキュリティの対象者 

事務情報セキュリティ対策基準では、事務局が管理する情報システムを対象とするため、その

システムを利用する者（主として、教職員）を対象範囲とした。対象外となる学生などに情報セ

キュリティを守らせるルールは、情報システムの利用規程などに盛り込むことで線引きをするこ

ととした。 
・ 技術的専門用語の置き換えについて 

政府機関統一基準で用いられている技術的専門用語については、大学事務の情報セキュリティ

にそのまま用いて理解出来るか出来ないかの検討を行い、例えば、「証跡」などの用語を他の理解

しやすい用語に置き換えが可能かどうかを検討したが、政府機関統一基準をベースにしている以

上整合性を保つことが大事であることから、特に専門用語に関しての置き換えは行わないことと

した。 
・ 「国立Ａ大学事務情報セキュリティ対策基準」解説書 

成果物として、政府機関統一基準をベースにモデルとして想定した国立Ａ大学を基準に考えた

「国立Ａ大学事務情報セキュリティ対策基準」解説書を作成した。その過程で、政府機関向けに

用いられている用語を大学機関特有の用語に置き換える作業を行った。また、文言については、

他の領域との調整も有る事からそれに従うことにした。情報の格付けの方法や取扱制限について

は、ネットワーク運用領域分科会作成の情報格付け規程に従うこととした。 
5.4 今後の課題 

各種マニュアル類について検討が残されている。 


